
   

令和５年７月の大雨による災害対策に関する意見書 

 

本年７月、本市では浜玉・七山地区を中心に大雨による大規模災害が発生した。

その結果、３名もの尊い命を失っただけでなく、市道・農業・林道・家屋・河川・

上下水道施設など、全体で３，０００か所を超える被害を受け、その被害額は  

１００億円を超えると見込まれている。 

現在、佐賀県と連携し、被災者支援と速やかな復旧に向けて、全力で取り組みを

進めている。しかし一日も早い復旧・復興を実現するためには、国による強力な支

援が不可欠である。 

ついては、被災地における住民に安心を与えられるよう、そして被災地域の住民

生活や経済活動が速やかに回復するよう、下記の事項について措置されるよう強く

要望する。 

 

１ 災害応急対策等への財政措置について 

災害応急対策や、災害廃棄物処理、被災者への支援など、復旧に要する経費

について、特別交付税などによる特段の財政措置を行うこと。 

２ 災害復旧事業の早期実施について 

災害査定などの早期着手、災害査定に要する測量や調査、設計費用の市負担

軽減に向けた特段の配慮を行うこと。 

３ 農林業等事業者への支援について 

経営に深刻な支障をきたしている生産者及び事業者に対し、農地や被災施設

等の復旧、生産活動の再開、事業の回復に向けて、集中的かつ総合的な支援を

行うこと。 

４ 流域治水事業の拡大について 

大雨による激甚な災害が頻発していることから、復旧・復興にとどまるこ 

となく砂防や流域治水関係事業の全体予算を拡大し、今後の気候変動を踏まえ

た対策について、被災地の意見も踏まえたうえで、国主導により先取的かつ重

点的に実施すること。 



   

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。 
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